
ITやインターネットを使ったeビジ

ネスの浸透に伴い、IDCを利用する企

業が増加しています。またシステムの

構築だけでなく、運用管理の重要性も

増してきています。

しかし、IDCで提供される運用管理

はサーバやネットワークに限られてお

り、アプリケーションなどのシステム

の維持管理までは含まれていないこと

がほとんどです。つまり、IDC で提供

されない部分は、お客様が自ら実施し

なければならないのです。

そこで現在米国では、これらシス

テム管理をお客様に代って行う「マネ

ジメント・サービス・プロバイダ

（MSP）」が注目を浴びています。

多彩なサービスが要求される

MSP
データベース

な ど の ミ ド ル

ウェアやアプリ

ケーションも含

めて、包括的なシ

ステム維持管理

を請負うサービ

スとして登場し

た「MSP」。しか

し、そのサービス

範囲は、単なるシ

ステムの維持管

理だけに留まり

ません。

ア プ リ ケ ー

ションを利用し

ているユーザは、

質問したい事柄

も出てくること

でしょう。またグ

ループウェアを利用しているうちに、

データベースが壊れてしまうこともあ

るかもしれません。アプリケーション

のベンダより随時提供される情報に基

【IDC と MSP の運用範囲】

【MSP のサービスイメージ】

出典：日経コンピュータ　2000 年 12 月 18 日号



づいた適切なセキュリティ対策も必要

となってきます。

MSP は、これら運用に伴って発生

するさまざまな要求に応えなければな

らないのです。

先行する米国企業の動き

米国調査会社 Gartner Group の調査

によると、現在米国の専業MSPは約80

社、世界中では100 社程度と言われて

います。また2000年6月には、米国の

MSP19社によりMSP Association（MSP

協会）が発足。「管理サービス」という

概念の普及・啓蒙・技術調査・標準規

格を設定することを目的として、活動

が開始されました。

米国の専業 M S P には、トータル

サービスを提供する「総合型」と、セ

キュリティなど特定の分野のみを提供

する「専門型」に分けられます。

総合型では、システムのリソース

やアプリケーションの稼動状況の監

視、障害対応などを行いますが、中に

は EC サイトでの購買・決済のトラン

ザクション監視までを行う MSP もあ

ります。また専門型では、同業者同士

の得意分野で提携し、より高度なサー

ビスを提供しようとする動きも出てき

ています。

お客様は、これらの中から自社に

合ったサービスを選択し利用すること

が重要になっているのです。

日本にも登場

日本では、米国系大手が2000年1月

よりサービスを開始。同12月には、富

士通 (株)が国内ベンダとして初めて

参入し、今年も米国系・国内メーカ系

が相次いで参入を計画しています。

米国系事業者に見られる「専業

MSP型」は、MSPに特化した高品質な

サービスが期待できる反面、自社が

サーバを預けている IDC とは別の業

者に頼まなければならないというデメ

リットもあります。

逆に国内メーカ系が中心の「IDC兼

業型」は、IDCにMSPサービスも依頼

できるという利点もある反面、サービ

ス品質の低下を招く可能性もないとは

言えません。何故なら、サービス内容

が多岐に及び、且つプロフェッショナ

ルさを求められるため、よほど組織が

しっかりしていないとサービスレベル

の確保が難しいためです。

このように「専業型」「兼業型」の

特長は一長一短であり、どれだけ高品

質なサービスを確保できるかが、MSP

にとって重要なポイントとなります。

FIP の MSP サービス

当社では、EC サービスなどで長年

培ってきた運用ノウハウをもとに、監

視・管理やビジネスオペレーションな

どの MSP サービスも含めた総合的な

IDC サービスを展開しています。

その中の統合セキュアサービス

「SafePort」では、セキュリティやウィ

ルス対策の先進企業である (株)ラッ

ク社・(株)シマンテック社と提携。高

度なインターネットセキュリティを実

現するサービスを提供しています。

今後も、アプリケーション分野な

ど他社との提携も視野に入れながら、

より高品質なサービスを展開していく

予定です。

【MSP サービスの主な内容】

【米国 MSP 協会】 【FIP の IDC サービスメニュー】



独立行政法人化とは

2001年4月、省庁再編に伴う行政改

革の1つとして「独立行政法人制度」が

導入されます。これは、国の業務の中

で、独立運営させても差し支えのない

事業や研究所を切り離し、それぞれに

法人格を持たせ民間の運営ノウハウを

取入れながら、組織をスリム化するこ

とを目的とした制度です。

本制度は、1988 年にイギリスで導

入された「エージェンシー制度」を参

考に検討され、1998年に成立した「中

央省庁等改革基本法」に基づいて導入

調整が進められました。

本制度の最大の狙いは、法人の「自

己責任」を明確にし「企業会計」など

の原則を組織運営に取入れることで

す。自主性および透明性を備えた法人

を目指し、予算の使い方や業務の運

営・計画の策定などの自由裁量を認め

る代わりに、業績評価や情報公開など

の自主努力を行うよう求めています。

これにより、各法人の業務内容が国民

に分かりやすくなり、行政サービスの

向上が期待できます。

当初は 84 法人が対象ですが、今後

公益法人（約 2 万 6 千団体）も随時独

立法人化される方向に向かっていま

す。

FIP の取組み

現在独立化対象法人では、所属す

る各省庁の考え方による「財務会計・

人事管理・給与管理」を運営していま

す。しかし民間の会計制度が導入され

る4月以降は、会計の仕組みが大きく

変わり、さらに会計監査も必須となる

ため、新たな会計システムの導入が必

要となってきます。

当社ではこのような状況に対応す

るため、監査法人と共同で開発した

会計システムを提供しています。

また、広域かつ出先数・職員数の多

い法人に対しては、大量データ処理

などのシステム運用をアウトソーシ

ングするサービスも提供しています。

これにより、運用に関わる人的資源

や設備費用負担を大幅に軽減できま

す。

21 世紀はインターネットがベース

になる時代。今後は、独立行政法人だ

けではなく、政府・地方自治体の電子

サービス化に向け、アウトソーシン

グの用途はますます広がっていくこ

とでしょう。

【ご利用例】

【独立行政法人制度：導入のねらい】 （参考：首相官邸ホームページ）

【主な独立行政法人】 ※対象法人数は 84 法人



今回のアウトソーシング導入事例

は、企業用デジタル印刷機「リソグラ

フ」や、家庭用印刷機「プリントゴッ

コ」で知られている理想科学工業（株）

殿の新サービス「プリントゴッコ e-パ

レット」をご紹介いたします。

手作り感覚で年賀状作成

近年のパソコンの普及により、家

庭で年賀状などを作成する人が爆発的

に増えています。ただ現在発売されて

いるハガキ作成ソフトやインターネッ

トで提供されている作成サービスは、

決まったデザインの中から選ぶか、絵

柄を自分で組み合わせて作成するた

め、仕上がりが味気ないとか、作るの

が面倒だという声も挙がっています。

そこで登場したのが、この「プリン

トゴッコ e- パレット」。インターネッ

ト上で、プリントゴッコ独特のインク

の色合いなど手作りの味わいを生かし

たハガキが手軽に作成できる、新しい

タイプのサービスです。

サービスの特長

(1)200 種類以上の基本デザイン

カードのデザインは、年賀状を中

心にクリスマス /バースディカードな

ど 200 種類以上を用意しています。

(2)デザイン選びが簡単

年賀状用基本デザインは、干支・縁

起物・風物詩の3つ。それぞれフォー

マル・ファミリ等4タイプに分類され

ており、お好みのデザインを自由にお

選びいただけます。また、キーワード

検索による絞り込みも可能です。

(3)自分流の配色が可能

あらかじめ配色したカラーバリ

エーションから自由に選択できます。

また色の組み合わせも簡単に行えるの

グリーティングカードも充実

11 月 21 日のサービス開始以降、12

月には軒並みアクセス数がアップ。今

後は、季節ごとのグリーティングカー

ドやバースディカード、転居通知など

のコンテンツページの内容を一層充実

していく予定です。

で、オリジナリティ溢れる配色をつく

ることができます。

(4)文例や差出人の追加も可能

万年筆風の手書き文字でいくつか

の定型文から文例を追加することがで

きます。また、定型文の代わりに自分

の住所や名前を入れることも可能で

す。

(5)印刷・配送サービスも実施

プリンタをお持ちでないお

客様のために、センタ側で印

刷してお客様にお届けする

サービスも提供しています。

決済もオンラインで

代金のお支払いは、クレ

ジットカードかプリペイド

カード式の WebMoney で行え

ます。画面に必要情報を入力

するだけなので、手続きも簡

単です。

※記載の社名および商品名は、各社の商標または登録商標です。

【サービスイメージ図】

【サービス画面】


